
5

白令和５年度の評価額は、原則として前年度（令和４年度）の評価額に据え置かれます。（なお、増改築又は

損壊等の事情のある家屋については、これらによる評価額を増減します。）

　　新築された一般住宅やマンションなどが次の要件にあてはまる場合には、固定資産税が減額されます。

なお、

専用住宅………１２０㎡までの部分に相当する税額の２分の１相当額

併用住宅………居住部分のうち１２０㎡までの部分に相当する税額の２分の１相当額

一般の住宅…………………………………新築後３年度分

耐火・準耐火構造の住宅（３階建以上）……新築後５年度分

減額期間 ３ 年度間適用の家屋

減額期間 ５ 年度間適用の家屋

平成３１年１月２日～令和２年１月１日に新築されたもの。

平成２９年１月２日～平成３０年１月１日に新築されたもの。

固定資産評価基準により、再建築価格を基礎として評価します。

＊再 建 築 価 格

＊経年減点補正率

……評価の対象となった家屋と同一のものを評価の時点においてその場所に新築す

るものとした場合に必要とされる建築費です。

……家屋の建築後の年数の経過によって生ずる損耗の状況による減価等をあらわし

たものです。

要　　　件 内 　　　　　　　　　　　　　　容

居住部分の床面積の割合が、家屋の延床面積の２分の１以

上であること。

居住部分の床面積が５０㎡（アパートなどの共同貸家住宅に

あっては１戸あたり４０㎡）以上２８０㎡以下であること。

◎分譲マンションなどの区分所有家屋の床面積については、

　　〔専有部分の床面積＋持分で按分した共用部分の床面積〕

　　で判定します。

居住割合

床 面 積

３．家屋の課税について
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※③～⑥の減額を受けるためには、申告書と添付書類を市民文化部資産税課まで提出しなければなりません。

申告書は資産税課・各総合支所市民福祉課にあります。なお、改修後３ヶ月以内に申告することが必要で

す。詳しくはお尋ねください。

家屋の構造・種類

課税床面積・評価額

建築時期

木造瓦葺２階建　専用住宅

１ ２ ５ ㎡・11,000,000円

令和 ４ 年 ９ 月 １ 日

本来の税額　11,000,000円× １ ．  ４％ ＝154,000円………………①

本来の税額のうち、 １ ２ ０ ㎡相当税額は

154,000円×　　　　　　　　　　　 ＝147,840円

このうち２分の１が減額されるので、軽減税額は

147,840円 × １ /  ２     ＝ 73,920円…………………………………②

11,000,000 × ０ ．３ ％ ＝33,000円…………………………………③

固定資産税　①－②

都市計画税　③

合計年税額

80,080円

33,000円

113,080円

軽減期間中の税額

令和 ５ 年度
～令和 ７ 年度

固定資産税の算出基礎

都市計画税の算出基礎

　　一定の基準を満たすものとして、長期優良住宅の認定を受けて新築された住宅について、新築後５年度

分（３階建以上の耐火・準耐火構造の住宅は７年度分）について１２０㎡までの固定資産税が２分の１に減額さ

れます。

　　新築された日から１０年以上を経過し、高齢者や障害者等が居住する住宅において、補助金等を除いた

改修工事に要した費用の自己負担額が５０万円超かつ、一定の要件を満たすバリアフリー改修工事を行っ

た場合、翌年に限り固定資産税が減額されることがあります。

白平成２６年４月１日以前から所在する住宅において、補助金等を除いた改修工事に要した費用の自己負

担額が６０万円超かつ、窓や壁などに一定の要件を満たす断熱改修等の省エネ改修工事を行った場合、翌

年度に限り固定資産税が減額されることがあります。

　令和５年４月１日から令和７年３月３１日までに長寿命化に資する一定の大規模修繕工事が行われたマンショ

ンについて、区分所有者がその旨市へ申告すると固定資産税が翌年度に限り減額されることがあります。

ア）住宅の場合････････昭和５７年１月１日以前から所在する住宅において、工事費が５０万円超、かつ建

築基準法に基づく現行の耐震基準(昭和５６年６月１日施行) に適合する一定の改修工事を行った場合、

翌年度に限り対象家屋の固定資産税が減額されることがあります。

イ)住宅以外の場合･･････住宅以外の既存家屋において、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」第

７条に基づく耐震診断を義務付けられ、国の補助を受けて一定の改修工事を行った場合、対象家屋

の固定資産税が減額されることがあります。

１ ２ ０㎡
１ ２ ５㎡


